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小規模小学校における複式学級の現状と課題 
―新潟県粟島浦小学校社会科を中心に― 
 
 
 
久保園 梓 
 
 
 
 
Ⅰ．はじめに 
１．問題の所在と研究目的 
複式学級とは，隣接する，あるいは離れた複数の学年の児童生徒によって構成される学
級編制のことである。複式学級では，多くの場合，1 人の教員が複数の学年の児童生徒を
同時に指導することとなる。 
そのため，授業における指導の面では，授業の難しさや準備の大変さが指摘されるほか，
学校統廃合を促進する政策を背景に，複式学級のデメリットが強調される傾向にある。た
とえば，2004年に市民団体が新潟県に対して提出した「すべての子どもにゆきとどいた教
育，30人学級の早期実現，教育予算の大幅増額，教職員定数増を求めることに関する請願」
（平成16年請願第15号）では，要望のひとつに「複式学級を解消すること」が挙げられ
ている。また，2015年に文部科学省が提出した「公立小学校・中学校の適正規模・適正配
置等に関する手引～少子化に対応した活力ある学校づくりに向けて～」では，「小・中学校
では一定の集団規模が確保されていることが望ましい」（p.1）とした上で，「複式学級の解
消そのものは極めて重要な課題」であり，「学級規模が小さくなりすぎることの教育上のデ
メリットも勘案した上で，総合的な判断を行うことが必要」（p.10）であると述べられてい
る。 
以上からわかるように，複式学級は「すべての子どもにゆきとどいた教育」を実施する
上で不適切な学級編成であるとの認識があるとともに，学校統廃合を進める理由として「複
式学級の解消，あるいは回避による学習環境の改善」という言説が用いられている実態が
存在する。離島や中山間地域に代表されるへき地の小規模小学校を中心に，児童生徒数の
減少及び学校統廃合が進む現代の学校教育において，複式学級はその短所が強調される傾
向にあると言える。 
しかし，日本の学校教育の歴史を振り返ってみると，複式教育は，近代公教育の普及と
発展において重要な役割を果たしてきた。斎藤（2004）によると，1872 年の学制制定か
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ら 1890 年頃までは，就学率の低さと教員不足から，小学校のほとんどは複式学級編成の
単級学校であった。また，日本は全国土の70%以上が山岳地帯であるとともに，有人の離
島を数多く有する国家である。このような地理的条件にもかかわらず，学制制定から約30
年後の 1902年には，義務教育の就学率が 90%に達し，小学校の数は 27,154校を数える
ほどになっていた。第二次世界大戦後の混乱期の中での教育改革においても就学率は依然
として高く，量的な側面から言えば，日本の公教育制度は 1950 年頃にはほぼ完成してい
たと考えられる。これほどまでの近代公教育の急速な普及と発展を支えていたのが，山間
部や離島といったへき地における複式教育であった（斉藤 2004, pp.25-30）。 
また，複式学級編成が持つ特異性を積極的に評価し，学習指導における教育的意義を見
出そうとする論調も存在する。例えば，村元（2015）は，各教科等の指導において「個に
応じた指導」を充実させ，子ども一人ひとりの学習内容の確実な定着を図るという観点か
ら，複式学級の特性を活かした工夫が行われている授業実践を紹介している。また，子ど
もの生活経験を通した問題解決的な学習を大切にしてきた社会科の教員や研究者の一部は，
他学年が同時に授業を受ける複式学級の特性に着目した社会科授業開発に関する知見を蓄
積してきた（天内 2012，黒柳・山口 2009など）。 
つまり，子どもの学習環境を規定する学級編制について考察する上では，複式学級の特
異性を短所として結論付けるのではなく，学校統廃合に代表されるへき地の小規模小学校
の現状や，教科の特性から複式学級の実態を捉え，教科の目標や内容と関連させてカリキ
ュラム編成や指導方法を検討することが重要になると考えられる。 
しかし，日本の複式学級に関する先行研究は，通常学級のものと比べて少ない状況にあ
る（有馬 2002）。また，前述の通り，人口減少および少子化の影響のもと，へき地の小規
模小学校を中心に学校統廃合が積極的に進められており，学校の維持・存続が切実な課題
となっている。このような，へき地の小規模小学校が直面している課題に対して講じられ
ている政策と，公教育の普及とともに発展してきた複式学級授業論との関係から，複式学
級の現状と課題を考察しているものは管見の限り見られない。 
そこで本研究では，新潟県岩船郡粟島浦村立粟島浦小学校社会科を事例として，複式学
級における社会科授業の実態を学校の維持・存続をめぐる政策との関連から考察すること
を通して，小規模小学校における複式学級の現状と課題を明らかにすることを目的とする。 
具体的には，以下の手続きに基づいて検討を進める。第1に，統計資料に基づいて日本
の複式学級の設置状況を把握することを通して，日本における複式学級の役割を示す。第
2 に，複式学級における社会科授業論がどのように展開されてきたのかを，関連する先行
研究を踏まえて明らかにする。第3に，粟島浦小学校における社会科の年間指導計画を調
査し，複式学級における社会科授業の現状と課題を明らかにする。 
2015 年に改正されたへき地教育振興法の定義によると，へき地とは「交通条件及び自
然的，経済的，文化的諸条件に恵まれない山間地，離島その他の地域」である。本研究で
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は，へき地教育のなかでも特に離島の学校教育に焦点を当てる。 
本研究で事例として扱う新潟県は，北海道や鹿児島県などとともに複式学級を多く保有
する県である。なかでも，離島である粟島に位置する粟島浦小学校は，日本の代表的なへ
き地の小学校の一事例として適していると考えられる。また，特に社会科を中心に考察す
る理由は，学校の維持・存続のためにへき地・中山間地域の学校の多くが取り入れている
「離島留学」や「離島通学」と呼ばれる取り組みによって，新たな課題が顕著にあらわれ
ている教科であると考えられるためである。 
２．調査対象地域（粟島）の概要 
粟島は，新潟市の北方63km，村上市岩船港の北西35kmに位置する離島である。本土
とは，新潟県村上市にある岩船港と粟島港間を運行している，普通船フェリ 「ーあわしま」
と高速双胴船「awaline きらら」によって結ばれている（写真 1）。 
自治体区分としては，島全体が新潟県岩船郡粟島浦村として１つの自治体を形成してい
る。2015年度の国勢調査によると，粟島浦村の人口は 370（男性：184，女性：186）と
なっており，日本で4番目に人口のすくない自治体である（粟島浦村 2016）。図1に示し
た粟島浦村の人口推移をみてみると，2010年から2015年にかけてはわずかに増加がみら
れるものの，全体としては減少傾向にあることがわかる。 
 
 
第１図 粟島浦村の人口推移 
新潟県(2013)，総務省(2016)より筆者作成 
 
また，粟島浦村の 1960年，1980年，2000年の人口ピラミッドを比較した山田(2009)
は，1960年〜2000年の 40年間で人口ピラミッドの形状が「富士山型」から「つぼ形」
に変形していることを指摘している（山田 2009）。日本の多くの離島と同様に，粟島でも
人口減少と少子高齢化という課題を抱えていることが指摘できる。 
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島内には，内浦と釜谷という2つの集落があり，学校や村役場などの行政機関は港のあ
る内浦地区に立地している。観光と漁業が主な産業であり，夏場を中心に多くの観光客が
訪れている。粟島には，粟島の伝統食であるわっぱ煮１） （写真 2），海水浴や釣り，キャ
ンプ，牧場での乗馬体験，バードウォッチングやサイクリング（写真 3, 写真 4）など，
多種多様な観光資源が存在している（粟島観光協会 2016）。 
 
  写真1 高速双胴船「awaline きらら」      写真2 わっぱ煮 
  （2016年8月28日 筆者撮影）      （2016年8月29日 筆者撮影） 
 
 写真3 サイクリングロードの案内図  写真4 島を一周できるサイクリングロード 
  （2016年8月28日 筆者撮影）      （2016年8月29日 筆者撮影） 
 
Ⅱ．日本における複式教育の動向 
１．複式学級の設置状況 
義務標準法（公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律）が定
める学級編制の標準（第三条）によると，「当該義務教育諸学校の児童又は生徒の数が著し
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く少いかその他特別の事情がある場合においては，政令で定めるところにより，数学年の
児童又は生徒を一学級に編制することができる（原文ママ）」とされ，義務教育段階の学校
教育において一定の基準を満たせば，複式学級の設置が可能であることが規定されている。
義務標準法の示す基準では，該当する学年の児童数が第一学年を含む場合は併せて8名以
内，含まない場合は16名以内で複式学級が編制される２）。 
2016 年度学校基本調査によると，日本における小学校の複式学級数は 4,802 学級であ
る。第1表の日本の小学校における学級数の推移と併せてみてみると，小学校数そのもの
の減少とともに，複式学級数も少しずつ減少傾向にあることがわかる。この傾向から，学
校統廃合の対象となる小学校の多くは，複式学級を有する小学校であると考えられる。 
 
第1表 日本の小学校における複式学級数（近年の推移） 
年度 2010 2011 2012 2013 2014 
複式学級数 5,857 5,646 5,440 5,235 5,046 
小学校数 22,040 21,721 21,460 21,131 20,852 
鈴木（2015, p.xviii）より引用 
 
都道府県別の複式学級数，及び複式学級に通う児童数は，第2表，第3表のとおりであ
る。複式学級数，児童数ともに，最も多いのは北海道であり，続いて鹿児島県，福島県と
なっている。村元（2015）によると，北海道では，「人口密度の低さや都市部への人口集
中により，都市部を除き小規模校が広い範囲にわたって点在している」（p.32）ことが複式
学級数の多さの背景にあるという。全国的に人口減少と少子化が進行している中で，福島
県や岩手県，新潟県といった北海道と同様に面積が大きく都市部への人口集中が見られる
都道府県では，特に過疎地域において複式学級を多く有する傾向にあると考えられる３）。
また，鹿児島県や山口県，長崎県のように有人の離島を多く有する県もまた，複式学級数
が多い傾向にある。 
 
第2表 都道府県別の複式学級数 
順位 都道府県 学級数 順位 都道府県 学級数 
1 北海道 683 6 長崎県 179 
2 鹿児島県 531 7 新潟県 150 
3 福島県 225 8 和歌山県 139 
4 岩手県 203 9 岡山県 133 
5 山口県 186 10 青森県 124 
文部科学省（2016）より筆者作成 
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第3表 都道府県別の複式学級に通う児童数 
順位 都道府県 児童数（人） 順位 都道府県 児童数（人） 
1 北海道 4,807 6 新潟県 1,512 
2 鹿児島県 3,741 7 山口県 1,473 
3 福島県 2,102 8 青森県 1,208 
4 岩手県 1,826 9 和歌山県 1,121 
5 長崎県 1,582 10 島根県 1,098 
文部科学省(2016)より筆者作成 
 
また，設置主体別の複式学級数をみてみると，国立は 28学級，公立は 4,748学級，私
立は26学級となっている（学校基本調査）。つまり，複式学級のほとんどは公立学校に設
置されており，日本全国の地域的・社会的要請を反映して複式学級が編成されていると考
えられる。 
以上から，日本の複式学級は，まさにへき地と呼ばれる「交通条件及び自然的，経済的，
文化的諸条件に恵まれない山間地，離島その他の地域」に多く存在し，少子化や過疎化な
どによって，1 学級あたりの児童数が少ない状況が生まれていることに起因していること
が確認できる（鈴木 2012）。 
２．複式学級の役割 
冒頭において述べた通り，日本は，1872 年の学制制定以降，急速な近代公教育の普及
と発展を成し遂げた。第二次世界大戦後の混乱期を乗り越え，1950年頃には公教育制度が
ほぼ完成したとされている（斉藤 2004）。国土に山間部や離島を広く有する日本において，
このような急速な公教育の普及の中で課題となっていたのが，都市から離れた過疎地，山
間地，離島など国の政策や交通等，社会的な資源にアクセスしにくい辺境の地に住む子ど
もたちへの教育の普及であった（鈴木 2012）。 
へき地と呼ばれるこのような地域は，都市部に比べて人口が少なく，学校に関する制度
面での整備も遅れていた。また，家庭の貧困など困難な生活環境を抱える子どもたちも少
なくなかったため，へき地の学校では教員数や児童数が少ない傾向にあった。上記の背景
を持つ小規模の学校で質の高い教育を実施するためには，小規模の学校ならではの運営方
法や指導方法を確立する必要があった。このような状況の中で生み出されたのが，複式と
いう学級編成であった。第4表に提示した1960年代当時のへき地における小学校の設置
状況をみてみると，へき地の学校の学級数が27,488であるのに対して，複式級数は12,293
となっており，半数近くが複式学級であったことがわかる。 
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第4表 1960年時点でのへき地小学校の学校数，児童生徒数，教員数，学級数 
項目 数 
へき地指定学校数 本校 
         分校 
         合計 
4,408校 
2,199校 
6,607校 
へき地学校児童生徒数 827,071人 
へき地学校教員数 33,819人 
へき地学校学級数 27,488学級 
単級・複式学級総数 
2個学年 
3個学年 
4個学年 
5個学年 
単級 
12,293学級 
8,626学級 
3,146学級 
191学級 
8学級 
322学級 
斎藤（2004, p.30）を参考に筆者作成 
 
1953 年に文部省によって作成された『小さな学校の運営の手びき―単級小学校・複式
学級のある小学校について―』では，山間部や離島に位置する「小さな学校」の使命につ
いて，次のように記述されている。 
 
全小学校数の約 30 パーセントにあたる小さな学校が，よく経営されるかいなかは，
我が国教育の将来を決する上に重大な関係をもっている。小さな学校については，わが
国におけるすべての教育関係者が深い理解と強い関心をもち，これらの学校に学ぶこど
ものため，またわが国文化の全体的向上のため，普段にその改善進歩を図るよう努力し
なければならない。特にそれらの学校に直接関係する教師は，小さな学校の特質をよく
知り，現代の学校教育に要求されている目標を，どのようにして実現したらよいかとい
うことについて努力研究し，小さな学校の重大な使命を果たそうとする勇気をもたなけ
ればならない（文部省 1953, p.2） 
 
以上の記述から，複式学級を有する小規模校において質の高い教育を実施することは，
社会的資源へのアクセスが難しい山間部や離島に住む子どもたちへの教育の充実のためだ
けでなく，国家の発展の上でも重要課題として認識されていたことがわかる。この課題の
克服を目指した取り組みのひとつが，複式学級における指導方法の発展であった。つまり，
日本の公教育の中で，複式学級は「我が国教育の将来を決する」上での重要課題として位
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置付けられるとともに，全ての子どもたちに量的にも質的にも公正な教育を実施するとい
う重要な役割を担ってきたのである。 
 
Ⅲ．複式学級における社会科授業論 
１．複式学級における指導方法の類型 
複式学級は，学校や児童生徒の多様な状況を鑑みて実践されているため，その実態も
様々である。その中でも，複式学級における指導方法の代表的なものとして，学年別指導
と同単元指導と呼ばれる指導方法が存在する。同単元指導は，「完全一本案」，「一本案」と，
そして「二本案」の 3 つに分類される（北海道教育研究所・北海道教育大学 2011，宮崎
県教育委員会2011）。 
これらを図式化したものが，第2図である。 
 
 
第2図 複式学級の指導方式の類型 
北海道教育研究所・北海道教育大学（2011），宮崎県教育委員会（2011）などを参考に 
筆者作成 
 
この2つの指導方法の他にも，2つ以上の学級がともに授業をおこなう合同授業や集合
学習，また複数の学校が共同で教育活動を実施する交流学習など，複式学級の授業論には
様々な指導方法の工夫が存在する。しかし，議論を焦点化させるため，本節では特に学年
別指導と同単元指導を扱うこととする。 
以下では，複式学級を有する都道府県が独自に作成している指導書を基盤としながら，
第2図に示した類型を説明していく。 
まず，学年別指導とは，上学年と下学年の児童生徒にそれぞれ別の教科，あるいは同じ
学年別指導 
同単元指導 
完全一本案 
（繰り返し案） 
二本案（A・B年度方式） 
（同単元同教材指導） 
一本案 
（同単元異教材指導） 
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教科でも異なる内容を指導する指導方式である。学年別指導の場合，教師はそれぞれの学
年の児童生徒に異なる内容を指導するので，一つの学年の指導（直接指導）をしている間
は，他の学年の児童生徒は自主的に学習（関節指導）を進めていくこととなる。 
また，教師はそれぞれ学習活動を展開している複数学年を同時に指導しなければならな
いので，直接指導と間接指導の間に学年間を交互に移動することになる。この教師の移動
を「わたり」と呼ぶ。教師が「わたり」をおこなうためには，直接指導と間接指導がどち
らも取り入れられるように授業の流れをつくる必要がある。そのため，単級学級の授業の
流れは「導入→展開→まとめ」となるのが一般的だが，複式学級における学年別指導の場
合は，学習の「問題把握【直接指導】→問題追究（解決努力）【間接指導】→解決・定着【直
接指導】→適用・発展（習熟・応用）【間接指導】」のような流れとなる（北海道教育研究
所・北海道教育大学 2011，吉田，吉田，吉田，泉田 2015）。この学習過程の各段階を学
年毎にずらして組み合わせることを「ずらし」と呼ぶ。 
次に，同単元指導とは，異なる学年の児童生徒を同じ単元で同時に指導する方法である。
同単元指導は，「完全一本案」，「一本案」と，そして「二本案」にそれぞれ分類される。宮
崎県教育委員会（2011）では，これら3つの類型について以下のように説明されている。 
「完全一本案」とは，2個学年の学習内容を精選し，基礎的，要素的内容を1年間で学
習するように圧縮融合して，2年間2回にわたり同じ内容を繰り返す指導計画である。そ
れに対し，2個学年分の指導内容を合わせて，2年間分をそれぞれ第 1年次（A年度）と
第2年次（B年度）として配当し，2年間1単位で学習が完結するように年間指導計画を
編成するものである。この両者の折衷案的な位置づけとなるのが，「一本案」である。「一
本案」とは，A年度，B年度とも完全一本案のように同一単元で指導が行われるが，学年
相応の発達差と学習経験の差を強く考慮して，学年別に多少の素材と程度を変えて年間指
導計画を編成するものである。つまり，指導内容に幅をもたせて2年間繰り返して学年別
の異程度指導を行うもので，1 時間ごとに可能な限り両学年共通の指導ができるように配
慮することが求められる（宮崎県教育委員会 2011，pp.81-82）。 
以上の類型をみてもわかるとおり，複式学級における指導方法について考える上では，
年間指導計画が重要なポイントとなる。教科の特性や学級の状況を踏まえて，年間指導計
画をどのように作成するかという点が，毎回の授業場面での指導にも大きく影響すると考
えられる。実際の授業での指導場面における各指導方法の特徴を示したものが，第5表で
ある。 
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第5表 授業での指導場面における各指導方法の特徴 
 長所 授業形態の例 配慮事項 
学
年
別
指
導 
・学年の発達段階
や学習内容の系統
性を踏まえやす
い。 
・転入，転出児童
生徒の状況などに
左右されない。 
例1）1年 国語 
2年 図画工作 
 
例2）3年 国語「説明文を読もう」 
4年 国語「手紙を書こう」 
・児童生徒の学習活動
が途切れないように
学び方を育て，学習環
境を整えておく。 
・児童生徒が学びの手
順や方法を理解でき
るようにする。 
同
単
元
指
導 
完
全
一
本
案 
・2 個学年の協力
的な学習の場を設
定しやすい。 
・より多くの人数
で話し合い学習が
できる。 
例1）3年 音楽「春の小川」 
4年 音楽「春の小川」 
 
例2）5年 体育「マット運動」 
6年 体育「マット運動」 
・学年差による既習事
項の習得状況の違い
や発達段階を踏まえ，
学習活動を展開する。 
・各教科等の目標の達
成に支障のないよう
にする。 
二
本
案 
一
本
案 
・2 個学年に共通
の学習場面がで
き，複式学級に一
体感が生まれやす
い。 
例1）3年 理科「電気の通り道」 
4年 理科「電気のはたら 
き」 
 
例2）5年 算数「少数の割り算」 
6年 算数「分数の割り算」 
・組み合わせる場合
は，指導の時期を合わ
せ，指導時数に幅を持
たせるなど年間指導
計画を工夫する。 
北海道教育研究所・北海道教育大学（2011），宮崎県教育委員会（2011）などを参考に 
筆者作成 
 
２．複式学級における社会科授業の展開 
このような指導方法が展開した背景にあるのは，明治末期から教育研究者，教育実践家
たちによって積み重ねらえてきた複式学級論である。明治末期から大正時代にかけて，単
級学校における複式教育が日本の各所で実践されていた。この頃から，島根県で教育研究
と実践に取り組んでいた加納友市を筆頭に，単級学校教育研究がすすめられるようになっ
た。残存する資料の上では，日本の教育研究史において「複式」という言葉を最初に用い
たのは加納友市であるとされており，前節において示した複式教育論の基礎を築いた中心
的な存在であると考えられる（有馬 2002，生野，生野 2016）。 
加納らの実践と研究を発端に複式学級における授業論が体系化されていくなかで，複式
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学級における社会科授業論はどのように展開したのであろうか。有馬（1999）は，戦前か
ら昭和 50 年代にかけての先行研究を中心に整理し，複式学級における社会科授業論は，
年間指導計画の作成を中心に展開されてきたことを明らかにしている。以下，有馬（1999）
の整理を基盤に，他の文献も参照しながら複式学級における社会科授業論の展開をみてい
きたい。 
有馬（1999）によると，戦前における複式学級の学習指導では，「学年の組み合わせ方」
と「教科の組み合わせ方」に強い関心が向けられており，「教科の組み合わせ方」では「同
教科」か「異教科」か，という観点が議論の中心となっていた。つまり，戦前の段階では，
学年を飛び越えて同一内容や同一単元を教えるといった発想はみられず，一般的には学年
別指導がおこなわれていたと考えらえる。 
終戦を迎えてまもなく，民主主義教育の名のもとに「学級づくり」が重視されるように
なり，複式学級研究は活発に動きだした。文部省による手引き書が公刊され，文部省関係
者の著作物も多数出版された。また，後に「へき地教育研究大会」として現在まで続くこ
ととなる「第１回全国単級・複式教育研究会」が 1952 年に始まるなど，文部省の主導の
もとにへき地・複式教育の研究および実践が奨励された。 
明治以来，文部省が初めて小規模校を対象に作成した手引書であると考えられる，1953
年文部省公刊の『小さな学校の運営の手びき―単級小学校・複式学級のある小学校につい
て―』では，単級学校や複式学級の授業形態について，教科の特性に応じて「社会・理科・
音楽・体育・図工・家庭科」は同教科同単元が，「国語・算数」は同教科異題材が望ましい
と示されている。そして，「同教科同単元で指導したほうが便利で効果的な教科については，
次のような指導計画が考えられる。すなわち，隣接した二つの学年の組合わせであれば，
A年度，B年度と二本立ての構成となり，隣接した三つの学年の組合わせであれば，A年
度，B年度，C年度の三本立ての構成になる」（p.49）と述べられている。 
また，複式学級編成は，年齢差も少なく児童の発達段階も似かよっており，児童相互の
親しみが深く学級がまとまりやすいという理由から，隣接する学年同士で編成されること
を推奨している。その際，「それに教科の内容よっては同時に指導できる便がある(本文マ
マ)。たとえば社会科などは，内容に弾力性をもたせ，指導上のくふうをすれば，同単元で
学習指導を進めることができる。また，二か学年にわたる内容をもった単元を構成し，二
か年にわたってこれを学習せしめることも可能である」（p.54）との記述もみられ，同一内
容の実施を推奨していたと考えられる。しかし，学校現場では「同教科」指導は進んだと
しても「同単元」指導は浸透しておらず，戦前におこなわれていた「学年別指導」が継続
されていた（有馬 1999）。 
戦後に動き始めた複式学級論の実践レベルでの検証がはじまるのは，昭和 30 年代以降
のことであった。昭和 30 年代に入ると，複式学級授業論の進展とともに，小規模ながら
複式学級に関する調査研究がおこなわれるようになり，児童の学習意欲や態度の面から，
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同単元学習のほうが望ましいとする認識が広まっていった。文部省が 1961 年に発行した
『わが国のへき地教育』には，学年別指導は，「全体としての学習指導の能率をあげること
が困難であるといわれ」（p.79）ているのに対して，同単元学習指導方式では，「能率的に
学習指導を進めることができるとか，児童生徒のなかに，死語したり，注意散漫の者が少
なくなり，興味深く学習するようになるとか，上学年と下学年の児童が協力的な態度で学
習を進めることができる」（p.79）といった記述がみられる。 
当時の指導実態の調査結果をまとめた表6表をみてみると，国語と算数は学年別指導が
おこなわれる傾向にあるのに対して，社会と理科は同単元指導が広くおこなわれていたこ
とがわかる。昭和 20 年代に提唱された複式学級授業論が，実践レベルでも浸透するよう
になっていたことが窺える。 
 
第6表 1960年当時の指導形態（数字の単位は％） 
項目 国語 社会 算数 理科 
（１）指導すべき内容を再構成して年間を通して同単元
指導を行っている。 
（２）年間を通しては同単元指導をしてはいないが，指
導すべき内容によっては，部分的に同単元指導を行って
いる。 
（３）指導すべきすべての内容について年間を通して学
年別の指導を行なっている。 
（４）学年別に登校時間をずらして学習指導を行なって
いる。 
（５）その他 
（６）無反応 
5.7 
 
21.5 
 
 
69.8 
 
0 
 
0.3 
2.7 
36.8 
 
35.3 
 
 
21.3 
 
0 
 
0.9 
6.2 
5.3 
 
26.0 
 
 
62.4 
 
0.1 
 
0.3 
5.9 
39.8 
 
36.7 
 
 
17.9 
 
0 
 
0.8 
4.8 
計 100 100 100 100 
文部省（1961, p.80）を参考に筆者作成 
 
その後，複式学級を設置する国立大学の付属小学校も出現するようになり，昭和 40 年
代から複式学級授業論に関する実践的研究が進められることとなった（阿部 1962など）。
この頃になると，教科にかかわらず「二本案」への移行が急激に進むとともに，現場へも
着実に定着するようになった。高度経済成長の進展により学校の教育環境の整備が進めら
れるとともに，同単元同内容指導の研究が進んだことが影響していると考えられる（有馬 
1999）。社会科においては，1971年の文部省『複式学級社会学習指導計画例』を画期とし
て，複式の社会科授業について異学年同内容の指導が推進され，その後基本的にこの方向
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性が定着したと考えられる（有馬 1999）。昭和 50年代に入ると，都道府県による実施状
況には差が生じるようになるものの４），「同単元同内容」の実施率が高まっていった。社会
科においても，異内容指導が困難であるという考え方が明確になっていった。 
つまり，単式学校を数多く存在した戦後は，複式学級において「同教科」を扱うべきか
「異教科」を扱うべきか，というところから議論が始まり，議論が積み重ねられる中で，
昭和40年代以降は「同内容」，いわゆる「二本案（A・B年度方式）」が主軸となっていっ
たことがわかる。溝口（2007）もまた，社会科指導に関しては，「二本案」の指導計画を
採用する学校が多いことを指摘しており，平成に入って以降も基本的にはこの方針が継続
されていると考えられる。 
 
Ⅳ．粟島浦小学校における社会科授業の現状と課題 
１．新潟県における複式学級の現状 
前述のとおり，新潟県は全国の都道府県の中でも，複式学級を数多く有している県であ
る。新潟県が有している有人の離島は，佐渡島と粟島の2つしかないため，全国の都道府
県のうち5番目の広さを誇る面積の大きさと，都市部への人口集中がその主たる要因であ
ると考えられる。 
2015年度の学校数は，487校（国立3校，公立本校482校，同分校2校）で，前年度
より10校減少している。増減の内訳は新設1校（公立本校1校），廃校11校（公立本校
11校）であり，学校統廃合が進められている（新潟県総務監理部統計課 2016）。 
新潟県は，小学校の学級編制に際して国の基準を採用している。第 7 表をみてみると，
2015年度時点では，複式学級のある学校は68校，複式学級のみの学校は7校となってい
る。2014年度と比べてみると，廃校になった11校のうち半数の5校は複式学級を有する
小学校であったことがわかる。 
 
第7表 新潟県の小学校の学校数，類型別学校数 
   区分 
 
平成 
学校数 類型別学校数 
計 本校 分校 
複式学級の
ある学校 
複式学級の
みの学校 
23年度 531 529 2 72 19 
24年度 525 523 2 67 19 
25年度 510 508 2 57 20 
26年度 497 495 2 70 10 
27年度 487 485 2 68 7 
新潟県総務監理部統計課（2016, p.6）を参考に筆者作成 
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また，学校数は年々減少しており，学校統廃合が進んでいることがわかる。同様に，複
式学級のある学校数も2011年度から2013年度にかけては減少しているが，2014年度は
増加している。これは，学校統廃合の動きと少子高齢化による過疎化という両側面の影響
が，複式学級のある学校数に働いていると考えられる。 
２．粟島浦小学校の概要 
粟島浦小中学校の 2016 年度学校要覧によると，粟島浦小学校は，学制発布の影響のも
と1872年に教師を招いて寺子屋風の教授が行われ始めたことを発端として，1892年に村
立粟島浦尋常小学校として設立された。その後，粟島浦国民学校を経て，1947年に粟島浦
小学校に改称されるとともに，学制改革により粟島浦中学校が設立された。人口減少およ
び少子化の影響で児童生徒数が減少傾向にあり，学校の維持・存続が島全体の大きな課題
となっている。そのため，2013年度よりしおかぜ留学制度を開始し，地域住民や保護者の
協力を得ながら，児童生徒数の増加に向けた取り組みがおこなわれている（粟島浦村 
2016）。 
しおかぜ留学とは，全国的には「離島留学」と呼ばれる取り組みのひとつである。日本
離島センタ （ー2016）の定義によると，「離島留学」とは「異なる土地に住んでいた児
童生徒が離島に住民票を移し，1 年単位で離島の学校に通学する制度のこと」（p.87）で
ある。近年，学校の存続のために，離島留学に取り組む離島が増えてきている。日本全国
の小学校のうち，2016年時点で「離島留学」を実施しているのは 26校（2017年度実施
予定校も含む）である。しおかぜ留学の場合は，小学校5年生から中学校3年生の全国の
児童生徒を対象に募集がおこなわれている。契約期間は1年間ではあるものの，契約更新
による長期の留学も歓迎されている（日本離島センタ  ー 2016）。 
粟島浦小中学校では，2013年からの3 年間で延べ27名の児童生徒がしおかぜ留学制度
を利用しており，学校の児童生徒数は大幅に増加している。粟島浦村（2016）では，「し
おかぜ留学は，村の『まち・ひと・しごと・まなび』に基づく地方創生の先行事業と言え
ます。しおかぜ留学がなければ人口減少はさらに進み，村から活力が失われていたことは
確かです。したがって，人口減少は村消滅の危機と認識し，村をあげて対策に取り組む必
要があります。」（p.19）と表現されており，粟島浦村が抱える人口減少という課題に対す
る村を挙げての取り組みとして，しおかぜ留学は位置付けられているのである。 
2016年度の児童数は12名（1年生2名，2年生2名，3年生2名，4年生2名，5年生
1名，6年生3名），学級数は全部で3学級であり，それぞれ1・2学年，3・4学年，5・6
学年の複式学級となっている（写真 6）。前述の通り，粟島浦小学校はしおかぜ留学によ
る児童の受け入れをしているため，児童数や学年別の児童数の割合は毎年のように変動す
る。例えば，2016年度の5・6年生の児童は全員がしおかぜ留学制度を利用しており，島
で生活する子どもはいない状況になっている。 
 - 51 - 
 
   写真5 粟島浦小中学校の外観         写真6 教室内の様子 
   （2016年8月29日 筆者撮影）      （2016年8月29日 筆者撮影） 
 
３．粟島浦小学校における複式学級の社会科年間指導計画 
2016年度は，第3・4年学級では，「二本案（A・B年度方式）」で，第5・6学年は同一
教科異単元，つまり，学年別指導方式を採用して年間指導計画を構成して授業を実施して
いた。2016年度に第 3・4学級で実施されていた年間指導計画は，第 8表の通りである。
粟島浦小学校では，通常3年生でおこなわれる年間指導計画を「A年度」，4年生でおこな
われる年間指導計画を「B年度」とし，2年間を通して3・4年生の学習が終えられるよう
に構想されていた。 
第 3 図は，「A 年度」として設定された年間指導計画である。冒頭に英数字が付されて
いるものが大単元，数字が付されているものが小単元である。矢印は，単元が次の月にか
けて引き続きわれる計画であることをあらわしている。なお，「二本案」を採用しているた
め，本来なら「A年度」と「B年度」の2つの年間指導計画を示すべきであるが，今回の
調査では「B年度」の年間指導計画を入手することができなかった。 
大単元「Ⅰ わたしのだいすきなまち」における最初の小単元である「１ わたしたち
の住むまちはどんなまち」内では，「村探検をしよう」という名称で身近な地域の調査が設
定されている。また，第 3・4 学年の社会科担当教員，および粟島浦教育委員会教育長へ
の聞き取り調査によると，第3図で「村探検をしよう」と表現されている，身近な地域の
調査をおこなう活動は，「A年度」と「B年度」に関係なく第3・4学年の社会科授業のは
じめに毎年実施されている。 
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４月 ５月 ６月 ７月 
Ⅰ わたしのだいすき
なまち 
０ オリエンテーシ
ョン（2時間） 
 １ わたしたちの住
むまちはどんな
まち（12時間） 
 
［資料集 わたしたち
の粟島］ 
 
 
 
 
 
 
※村探検をしよ
う（内浦・釜谷） 
２ わたしたちの
市の様子（11
時間） 
 
 
   
８，９月 １０月 １１月 １２月 
Ⅱ 働くわたしたちの
くらし 
０ オリエンテーシ
ョン（1時間） 
１ 店で働く人と仕
事（14時間） 
 ２ 工場で働く人
と仕事（15 時
間）（選択） 
 
［粟島水産加工場（見
学）］ 
 
１月 ２月 ３月  
Ⅲ 変わるわたしたち
のくらし 
０ オリエンテーシ
ョン（1時間） 
１ 受けつがれる行
事（8時間） 
２ 昔の道具とく
らし（11時間） 
 
［資料館］ 
 
第3図 小学校３・４年の複式学級の年間指導計画 
粟島浦小学校2016年度年間スケジュール表を参考に筆者作成 
 
 日本の教育課程では，社会科がはじまるのは第 3学年からとされているため，第1・第
2学年で生活科を学んできた児童は，第3学年になってはじめて社会科という教科にふれ
ることになる。「A年度」，「B年度」に関わらず，その年の第3学年の児童にとっては，4
月から始まる社会科の学習が社会科という教科そのものの導入となるのである。そのため，
「A年度」，「B年度」の両方において児童が身近に感じることのできる地域の学習を年間
指導計画の最初に必ず取り入れることで，第3学年の児童が社会科の学習にスムーズに入
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っていけるように工夫がなされていた。その際，粟島の副読本である『わたしたちの粟島』
が，教材として活用されていた。『わたしたちの粟島』の目次は，第 4 図に示されたもの
である。 
 
もくじ 
・校区の写真 
  ① 内浦・釜谷 
１．粟島浦村の位置  
２．粟島の様子 
 (1) 絵地図 
 (2) 土地利用図・気候 
３．村の人びとの仕事 
 (1) 人口しらべ 
 (2) 仕事しらべ 
  ① 漁業 
  ② 観光 
  ③ 農業 
  ④ 工業 
４．わたしたちのくらしと公共しせつ 
 (1) 役場のはたらき 
  ① 役場のそしき図と村民とのつながり 
  ② 釜谷集落センターができるまで 
 (2) わたしたちのくらしとごみ 
   ・ ごみ処理場 
 (3) わたしたちのくらしと水 
   ・ 水道のしくみ 
   ・ 排水しょりのしくみ 
 (4) 粟島にあるみんなのしせつ 
 (5) その他のしせつ 
５．健康や安全を守るしくみ 
 (1) 診りょう所 
  ① 診りょう所をうけた人の数 
  ② 診りょうのようす 
 (2) 消防 
  ① 粟島でおきた火事    
  ② 火事を防ぐための工夫 
６．かわりゆく粟島 
 (1) 海上交通 
 (2) 陸上交通 
７．粟島のおまつりと文化財 
 (1) 粟島のおまつり 
 (2) 粟島の文化財 
  ① 歴史の中でのこされた大切なもの 
  ② 昔のできごとに関係あるもの 
 (3) 村のためにつくした人 
８．わたしたちの村の年表 
  あとがき 
第4図 副読本『わたしたちの粟島』の目次 
粟島浦教育委員会，粟島浦村立粟島浦小学校（1992）を参考に筆者作成 
 
４．粟島浦小学校社会科における複式学級の現状と課題 
粟島浦小学校の社会科授業では，第 3・4 学年では「二本案」を採用していたものの，
第 5・6学年では採用されていなかった。第 3章で確認したように，複式学級における社
会科授業では，「二本案」が採用されることが多い。それにも関わらず，なぜ5・6学年で
は「二本案」を採用せずに学年別指導を採用しているのだろうか。粟島浦小学校の教師へ
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の聞き取り調査によると，この背景には，粟島浦小学校が 2013 年度より開始しているし
おかぜ留学制度が大きく関係している。 
本章第2節で言及した通り，しおかぜ留学制度では毎年全国各地から児童生徒を募集し
ている。また，契約期間は原則1年間であり，更新を繰り返して複数年粟島浦小学校に在
籍する児童生徒もいれば，1 年間でしおかぜ留学制度を終える者もいる。そのため，児童
生徒の転入・転出が頻繁におこなわれることとなり，学級内の児童生徒の学習進捗状況が
それぞれ異なるという状況が生まれやすくなる。児童生徒の構成も毎年変化するため，2
年間という単位で年間指導計画を編成するのが困難となっているのである。 
以上の理由から，しおかぜ留学制度の対象になっていない 3・4 学年では「二本案」が
存続し，しおかぜ留学制度が導入されている 5・6 学年では「二本案」が解消され，学年
別指導を採用するという状況が生まれていると考えられる。 
近年では，「離島留学」だけでなく，同様の留学事業を展開する「山村留学」も山間部
を中心に実施されるようになっている。「山村留学」は，山間部や離島を含む過疎地域全体
における留学事業として，「離島留学」までも含めた広い範囲で定義がなされることが多い。
NPO法人全国山村留学協会が発行する『平成27年度版 全国の山村留学実態調査報告書』
によると，2015年度に山村留学制度を実施している自治体は，25道府県55市町村に登り，
307人の小学生が「山村留学」に参加している。307人が日本各地の小規模小学校に転入
しているという事実は，小規模校の運営そのものや複式学級編成に大きな影響を与えてい
ると考えられる。実際に，児童の転入・転出を考慮し，「二本案」ではなく学年別指導を採
用する傾向は，他県でもみられるようになっている（吉田，吉田，吉田，泉田 2015）。 
また，文部科学省（2015）は，小規模校の統廃合を促す主旨を含意していると考えられ
る文言が少なくないものの，「様々な事情から学校統合によって適正規模化を進めることが
困難であると考える地域や，小規模校のまま存続させることが必要であると考える地域」
（p.33）においては，教育を充実させる努力・工夫を行った場合は小規模校の存続もあり
得ることが示されている。そして，その具体策の一つにも，「山村留学・漁村留学，いわゆ
る小規模特認校制度の導入等により，児童生徒数や多様性を確保する」（p.36）ことが挙げ
られている。 
交通ネットワークが発達した現代社会では，児童生徒の移動が比較的容易になった。ま
た，インターネットが発達し，遠隔地の情報を入手することも難しくはなくなった。離島
や山間部の自治体は，人口減少，少子化によって引き起こされる学校の維持・存続という
問題に対し，情報化とインフラの整備を背景に事業として展開可能となった留学制度とい
う取り組みに多くの期待を寄せている。このような政策的背景の下で，従来複式学級にお
いて「教育を充実させる努力・工夫」をおこないながら展開されてきた「二本案」による
社会科授業の実施が難しくなっているのである。今後，留学制度がおこなわれていく中で，
社会科の年間指導計画をどのように編制し，授業における指導をどのように工夫していく
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かが課題となっている。 
 
Ⅴ．おわりに 
本研究では，粟島浦小学校社会科を事例に，「離島留学」や「山村留学」と呼ばれる留
学制度のもとで，これまで複式学級における社会科授業において一般的におこなわれてき
た「二本案」が採用できなくなっているという現状と，毎年児童生徒の構成や学習進捗状
況に差が生じる中でどのように社会科授業をおこなっていくかが課題となっていることを
指摘した。 
一方，カリキュラム構成の観点から「二本案」の採用を問題視する声も存在する。例え
ば，カリキュラム構成の原理として同心円的拡大を採用している小学校社会科では，「二本
案」は適していないとの主張がみられる（溝口 2002，藤岡 2010）。小学校社会科の指導
形態やカリキュラム編成の視点から，「二本案」を含めた複式学級授業論を分析する必要が
あると考えられる。この点については，今後の課題としたい。 
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注 
１）粟島観光協会（2016）によると，わっぱ煮とは，「杉を曲げてつくった“わっぱ”と
いう器に，焼いた魚と味噌を入れてお湯を注ぎ，真っ赤に焼いた石を落とし，ぶわっと
煮立ったところでネギを加える豪快な漁師料理」（p.7）であり，粟島の海の幸を存分に
堪能することができる名物料理である。 
２）義務標準法で示された児童数は標準的な数値であり，実際にはこの数値を参考に各都
道府県の教育委員会が学級編制の基準を定める。また，各都道府県の教育委員会は，児
童の実態を考慮して特に必要があると認める場合には，これを下回る数を1学級の児童
数の基準として定めることができる。 
３）日本の都道府県において最も面積が大きいのは北海道であり，続いて岩手県，福島県，
長野県，新潟県となっている。第 3図，第 4図から，上位 5都道府県のうち長野県の
みが複式学級の保有が少ないことがわかる。長野県は，複式学級を編成する基準として，
9人以下の場合1学級編成とし，第一学年の児童を含む学級は4人以下を1学級編成と
設定している（鈴木 2002, p.11）。このような国と異なる基準を設定していることが，
複式学級数に影響を与えていると考えられる。 
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４）例えば，愛知県と島根県の実態調査では同単元同内容の指導が多くみられる一方で，
北海道の実態調査では圧倒的に「異単元，異内容，異程度」が大きな比率を占めていた
（有馬1999）。 
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